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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第84期 

第３四半期 
連結累計期間 

第85期 
第３四半期 
連結累計期間 

第84期 

会計期間 

自2016年 
 ４月１日 
至2016年 

 12月31日 

自2017年 
 ４月１日 
至2017年 

 12月31日 

自2016年 
 ４月１日 
至2017年 

 ３月31日 

売上高 (百万円) 551,865 644,247 753,262 

経常利益 (百万円) 32,508 58,097 42,725 

親会社株主に帰属する 

四半期(当期)純利益 
(百万円) 28,197 44,415 34,920 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 30,455 62,791 37,432 

純資産額 (百万円) 354,590 415,375 361,114 

総資産額 (百万円) 605,279 695,583 602,961 

１株当たり四半期(当期) 

純利益金額 
(円) 143.94 226.72 178.25 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期(当期)純利益金額 
(円) 143.90 226.63 178.20 

自己資本比率 (％) 41.1 43.3 42.2 

 

回次
第84期

第３四半期
連結会計期間

第85期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自2016年
 10月１日
至2016年

 12月31日

自2017年
 10月１日
至2017年

 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 98.53 99.84 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 なお、当社は2017年７月27日開催の取締役会において、連結子会社であるアルパイン（株）（以下「アルパイン」

といいます。）との間で、持株会社体制への移行を伴う経営統合（以下「本経営統合」といいます。）を行うことを

決議しており、本経営統合の一環として、当社の完全子会社化として2017年７月27日に設立した分割準備会社との間

で2017年12月下旬に吸収分割契約を予定していましたが、2017年12月22日開催の取締役会において締結の延期を決議

しています。

 締結の延期について、当社は、本経営統合の公表以降、アルパインとの間で、各社の代表取締役社長及び関係役員

で構成される統合準備委員会を発足させ、コア技術やインフラを含めた経営資源の相互活用によるシナジー創出の協

議を行うことと並行して、本経営統合後における望ましい体制を構築するという観点から、会社分割の内容等につい

ても検討を進めていましたが、引き続き検討を行う必要があるとの判断に至りました。

 ただし、当社を株式交換完全親会社とし、アルパインを株式交換完全子会社とする株式交換の実施の予定に変更は

ありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中における将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものです。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国では、製造業を中心とした企業業績及び個人消費も回復が続きまし

た。欧州でも、企業の設備投資や個人消費が堅調で、ドイツを中心に失業率も低下するなど拡大傾向となりました。

中国では、公共投資を下支えにして景気は安定的に推移しました。日本経済は、企業の活発な生産活動や堅調な個人

消費などにより景気は緩やかに回復しました。

当第３四半期連結累計期間における経営成績の概況については、以下のとおりです。なお、下記に示す売上高は外

部顧客に対する売上高であり、報告セグメント間売上高（例：電子部品事業から車載情報機器事業向けの売上（製品

の供給）や、物流事業における電子部品事業及び車載情報機器事業向けの売上（物流サービスの提供））は、内部取

引売上高として消去しています。

 

セグメントの状況 

＜電子部品事業＞

エレクトロニクス業界は、自動車市場において、米国での新車販売台数が前年比で減少傾向であったものの、欧州

や中国を中心に全体では好調を維持しました。モバイル市場においては、スマートフォンで、中国では市場の一服感

があったものの、新製品を投入した韓国・北米メーカーが牽引し、概ね好調さを維持しました。ゲーム市場も、VR

（バーチャルリアリティ）搭載製品が好調で、IoT（Internet of Things）市場では、さまざまな市場で具体的な活

用の動きが活発化しました。 

  この中で電子部品事業では、車載市場は全般的に堅調に推移し、民生その他市場ではスマートフォン向け各種コン

ポーネント製品が依然として高水準となり、ゲーム機向け各種製品も順調さを維持しました。以上に加え、為替が期

初の想定よりも円安に推移したこともあり、業容は着実に拡大しました。 

 

[車載市場]

電子部品事業における車載市場では、電気自動車に対する動きが各メーカーで活発化し、自動運転車の開発も新た

なステージに進みはじめました。これらに伴って電子化の動きが更に加速する中、電子シフターやドアモジュールな

どのモジュール製品、Bluetooth®、W-LAN、LTEなどの通信用高周波製品及びセンサをはじめとした各種車載デバイス

製品など、全般にわたって堅調に推移しました。

  当第３四半期連結累計期間における当市場の売上高は2,094億円（前年同期比13.3％増）となりました。
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[民生その他市場]

電子部品事業における民生その他市場では、モバイル市場において、中国・北米スマートフォンの堅調な動きによ

り、カメラ用アクチュエータが依然として高水準を維持し、スイッチなどコンポーネント製品も順調に推移しまし

た。ハプティック®は、引き続きゲーム機向けの需要への対応と拡販活動に注力するとともに、国内外で技術プレゼ

ンテーションによるプレゼンスの向上にも取り組みました。EHII（Energy、Healthcare、Industry、IoT）では、国

内のCEATECや中国などで開催されたIoT関連展示会に参加し、産業機器やエネルギーなど各種市場ニーズの把握と新

規需要の掘り起こし製品提案を積極的に進めました。 

  当第３四半期連結累計期間における当市場の売上高は1,857億円（前年同期比37.6％増）となりました。 

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の電子部品事業の売上高は3,952億円（前年同期比23.6％増）、営業利益

は464億円（前年同期比99.6％増）となりました。 

 

＜車載情報機器事業＞ 

カーエレクトロニクス業界は、自動車の電子化が加速する中、インフォテインメントシステムを核とした車載情報

分野と、自動運転やAI（人工知能）など新分野との連携が拡大し、業種・業態を超えた競争が激化しています。

このような中、車載情報機器事業（アルパイン(株)・東証一部）では、2017年４月から３カ年の「第14次中期経営

計画」を策定しました。この計画に基づき、国内技術開発子会社を吸収合併して技術開発力を強化するとともに、期

初に統合した国内製造子会社３社の生産性向上を図るなど、グループ再編による構造改革を実施し、より強固な事業

基盤の構築を進めました。また、ソフトウェアの性能や品質向上のため、(株)シーズ・ラボとの資本及び業務提携の

強化を行い子会社化し、コニカミノルタ(株)が開発した3D AR（拡張現実）技術を活用したHUD（ヘッドアップディス

プレイ）の量産化を目指し、同社との共同開発を開始しました。更に、新たなビジネスとして「アルパインスタイ

ル・カスタマイズカー」の販売を開始しました。以上に加え、国内市販市場向け車種専用製品や中国市場における自

動車メーカー向け純正品の売上が伸長する中、為替が期初の想定よりも円安に推移したことから、当初の予想を上回

る業績となりました。

  以上の結果、当第３四半期連結累計期間の車載情報機器事業の売上高は1,916億円（前年同期比8.1％増）、営業利

益は92億円（前年同期比99.7％増）となりました。

 

＜物流事業＞

物流事業の主要顧客である電子部品業界では、引き続き車載関連及びスマートフォン向けの電子部品の生産が好調

に推移しました。

このような需要動向のもと、物流事業（(株)アルプス物流・東証二部）では、グローバルに拠点・倉庫・ネットワ

ークの拡充や、新市場の顧客開拓と受託エリアの拡大に向けた営業活動を行い、取扱貨物量の拡大を図るとともに、

運送・保管・輸出入各事業それぞれの生産性向上に取り組みました。国内では、千葉県船橋市に倉庫を開設し、今後

の輸出入事業の拡大に対応していきます。また、埼玉県加須市に事業用地を取得し、2018年５月竣工予定の倉庫建設

に着工しました。海外では、香港での事業拡大に伴う倉庫の再編による保管能力の拡張を図り、更に、ベトナム・ハ

ノイに現地法人を、米国テキサス州ダラスに営業事務所を開設しました。

  以上の結果、当第３四半期連結累計期間の物流事業の売上高は484億円（前年同期比6.6％増)、営業利益38億円

（前年同期比3.0％減)となりました。

 

以上により、上記の３事業セグメントにその他を加えた当第３四半期連結累計期間の当社グループにおける連結業

績は、売上高6,442億円（前年同期比16.7％増）、営業利益594億円（前年同期比81.0％増）、経常利益580億円（前

年同期比78.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益444億円（前年同期比57.5％増）となりました。 

 

（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末と比べ926億円増加の6,955億円、自己資本は466

億円増加の3,011億円となり、自己資本比率は43.3％となりました。

 流動資産は、受取手形及び売掛金、たな卸資産の増加等により、前連結会計年度末と比べ548億円増加の4,345億円

となりました。

 固定資産は、機械装置及び運搬具、建設仮勘定の増加等により、前連結会計年度末と比べ377億円増加の2,610億円

となりました。

 流動負債は、短期借入金、支払手形及び買掛金の増加等により、前連結会計年度末と比べ315億円増加の2,196億円

となりました。

 固定負債は、長期借入金の増加等により、前連結会計年度末と比べ68億円増加の605億円となりました。
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（３）経営方針・経営戦略等

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、211億円です。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

②【発行済株式】

種類
 第３四半期会計期間末 
 現在発行数（株）
（2017年12月31日）

提出日現在 
発行数（株）

（2018年２月８日）

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 198,208,086 198,208,086
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 198,208,086 198,208,086 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高

（百万円）

2017年10月１日～

2017年12月31日
－ 198,208,086 － 38,730 － 53,830

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2017年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

2017年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
 普通株式

2,303,200
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

195,792,300

 

1,957,923 
―

単元未満株式
普通株式

112,586
― ―

発行済株式総数 198,208,086 ― ―

総株主の議決権 ― 1,957,923 ― 

 （注）１. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含

まれています。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が10株含まれています。

 

②【自己株式等】

2017年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アルプス電気(株)
東京都大田区 

雪谷大塚町１番７号
2,303,200 － 2,303,200 1.16

計 ― 2,303,200 － 2,303,200 1.16

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2017年10月１日から2017年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2017年４月１日から2017年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2017年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2017年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 118,968 127,092 

受取手形及び売掛金 146,128 172,863 

商品及び製品 55,109 63,100 

仕掛品 10,963 12,109 

原材料及び貯蔵品 23,556 28,314 

繰延税金資産 6,618 8,411 

その他 18,796 23,094 

貸倒引当金 △426 △428 

流動資産合計 379,713 434,558 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 130,433 133,924 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △93,465 △95,994 

建物及び構築物（純額） 36,968 37,930 

機械装置及び運搬具 204,275 235,417 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △152,952 △163,798 

機械装置及び運搬具（純額） 51,322 71,619 

工具器具備品及び金型 128,353 136,031 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △111,952 △117,079 

工具器具備品及び金型（純額） 16,400 18,951 

土地 29,580 30,766 

建設仮勘定 15,513 23,997 

有形固定資産合計 149,785 183,266 

無形固定資産 16,773 17,947 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,314 26,193 

繰延税金資産 11,039 10,821 

退職給付に係る資産 60 45 

その他 25,080 25,643 

貸倒引当金 △2,805 △2,892 

投資その他の資産合計 56,688 59,811 

固定資産合計 223,247 261,025 

資産合計 602,961 695,583 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2017年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2017年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 74,197 86,874 

短期借入金 37,428 52,276 

未払費用 17,169 21,243 

未払法人税等 7,780 7,080 

繰延税金負債 70 219 

賞与引当金 10,432 7,692 

製品保証引当金 6,060 7,010 

その他の引当金 386 442 

その他 34,557 36,783 

流動負債合計 188,084 219,623 

固定負債    

長期借入金 25,843 32,268 

繰延税金負債 4,696 4,928 

退職給付に係る負債 17,295 17,693 

環境対策費用引当金 593 590 

その他の引当金 262 213 

その他 5,070 4,890 

固定負債合計 53,762 60,584 

負債合計 241,846 280,208 

純資産の部    

株主資本    

資本金 38,730 38,730 

資本剰余金 56,071 56,065 

利益剰余金 172,677 210,815 

自己株式 △3,493 △3,496 

株主資本合計 263,985 302,114 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,479 5,155 

繰延ヘッジ損益 △0 △1 

土地再評価差額金 △506 △505 

為替換算調整勘定 △8,481 △871 

退職給付に係る調整累計額 △4,976 △4,735 

その他の包括利益累計額合計 △9,483 △958 

新株予約権 248 333 

非支配株主持分 106,365 113,886 

純資産合計 361,114 415,375 

負債純資産合計 602,961 695,583 

 

- 9 -



（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2016年４月１日 
 至 2016年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2017年４月１日 

 至 2017年12月31日) 

売上高 551,865 644,247 

売上原価 440,473 497,540 

売上総利益 111,392 146,707 

販売費及び一般管理費 78,549 87,249 

営業利益 32,842 59,458 

営業外収益    

受取利息 234 373 

受取配当金 328 333 

持分法による投資利益 847 - 

為替差益 1,011 593 

雑収入 1,121 1,266 

営業外収益合計 3,544 2,567 

営業外費用    

支払利息 346 565 

年金債務に係る損失 1,054 - 

持分法による投資損失 - 392 

支払手数料 256 1,687 

雑支出 2,220 1,282 

営業外費用合計 3,878 3,928 

経常利益 32,508 58,097 

特別利益    

固定資産売却益 156 319 

関係会社株式売却益 7,696 - 

その他 947 88 

特別利益合計 8,800 407 

特別損失    

固定資産除売却損 171 212 

建物解体費用 - 86 

その他 121 65 

特別損失合計 292 364 

税金等調整前四半期純利益 41,016 58,139 

法人税、住民税及び事業税 11,879 9,778 

法人税等調整額 △4,518 △1,793 

法人税等合計 7,360 7,985 

四半期純利益 33,655 50,154 

（内訳）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 28,197 44,415 

非支配株主に帰属する四半期純利益 5,457 5,739 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,347 1,841 

繰延ヘッジ損益 1 △3 

為替換算調整勘定 △3,375 9,931 

退職給付に係る調整額 2,421 317 

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,595 549 

その他の包括利益合計 △3,199 12,636 

四半期包括利益 30,455 62,791 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 25,824 53,474 

非支配株主に係る四半期包括利益 4,630 9,317 

 

- 10 -



【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  2016年４月１日
至  2016年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2017年４月１日
至  2017年12月31日）

減価償却費 24,571百万円 25,490百万円

のれんの償却額     50 〃     54 〃

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年12月31日） 

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年６月23日 

定時株主総会
普通株式 2,938 15.00 2016年３月31日 2016年６月24日 利益剰余金

2016年10月28日 

取締役会
普通株式 2,938 15.00 2016年９月30日 2016年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年12月31日） 

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月23日

定時株主総会
普通株式 2,938 15.00 2017年３月31日 2017年６月26日 利益剰余金

2017年10月30日

取締役会
普通株式 3,330 17.00 2017年９月30日 2017年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              (単位：百万円) 

  報告セグメント 

その他 

(注)１ 
合計 

調整額 
(注)２ 

四半期連結 
財務諸表 
計上額 
（注)３ 

 
電子部品 

事業 
車載情報 
機器事業 

物流事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 319,905 177,347 45,455 542,709 9,156 551,865 － 551,865 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
7,346 4,043 28,209 39,599 10,068 49,667 △49,667 － 

計 327,252 181,390 73,665 582,308 19,224 601,533 △49,667 551,865 

セグメント利益 23,258 4,637 3,939 31,835 1,033 32,868 △26 32,842 

       (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システムの開発、オフィス 

                   サービス、金融・リース事業等を含んでいます。 

               ２ セグメント利益の調整額△26百万円は、セグメント間取引消去です。 

              ３ セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 金額的重要性が低いため、記載を省略しています。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              (単位：百万円) 

  報告セグメント 

その他 

(注)１ 
合計 

調整額 
(注)２ 

四半期連結 
財務諸表 
計上額 
（注)３ 

 
電子部品 

事業 
車載情報 
機器事業 

物流事業 計 

売上高                

外部顧客への売上高 395,271 191,692 48,453 635,417 8,830 644,247 － 644,247 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
9,997 5,820 30,653 46,470 10,277 56,748 △56,748 － 

計 405,268 197,512 79,106 681,887 19,108 700,996 △56,748 644,247 

セグメント利益 46,413 9,260 3,822 59,496 1,220 60,716 △1,258 59,458 

       (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システムの開発、オフィス 

                   サービス、金融・リース事業等を含んでいます。 

               ２ セグメント利益の調整額△1,258百万円は、連結に伴う組替調整額及びセグメント間取引消去です。 

              ３ セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 金額的重要性が低いため、記載を省略しています。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 143円94銭 226円72銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
28,197 44,415

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
28,197 44,415

普通株式の期中平均株式数（千株） 195,904 195,904

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 143円90銭 226円63銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 54 71

（うち、新株予約権） （54） （71）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項ありません。 

 

２【その他】

 2017年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（１）配当金の総額                  3,330百万円

（２）１株当たりの金額                17円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日       2017年11月30日

  （注）2017年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年２月８日

アルプス電気株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 原科 博文   ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 花藤 則保   ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 鶴田 純一郎  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルプス電気株

式会社の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2017年10月１日から2017年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルプス電気株式会社及び連結子会社の2017年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 ※ １.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しています。

   ２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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